































































































親権者 対 非親権者 人身保護手続 親権者同士でも、子どもの幸福に
明白な有害性があれば申立可能。






































































































































































































































































































































































裁平成17年 6月3日決定家月58巻 4号84頁、東京高裁平成17年 6月28





















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































事案 原審 決定 判断基準
1 東京高決平11年 5
月 6日判時1686号
55頁
父を親権者とする
離婚届を提出した
がその後審判で母
が監護者。母が子
の引渡の保全処分
申立て。
母 ‣急迫の危険の
有無と子の心身発
達が損なわれてい
る場合に保全処分
は必要。父は母へ
子を借りに引き渡
せ。
父 ‣本案事件の確定を
待っていては子の福祉が
損なわれる事情があると
認めるに足りる訴明はな
い。子は父と安定して暮
らしているので原審判を
取り消す。
詳細な子の利益判
断（子の意向、父
母の適格性、生活
環境等）
2 東京高決平15年 1
月20日家月55巻 6
号122頁
〈別居夫婦間での
子の引渡し仮処分
審判〉夫婦間不和
から母が3人の子
を置き単親別居。
父が奪取。母が申
立て。
母 ‣子らには母親
の存在が欠かせな
いこと、子らが母
との生活を希望し
ていること、父か
ら母への暴力、父
の女性との付き合
い等から事件本人
らを現状のまま放
置しておくことは
その福祉に著しく
反するとして母の
申立てを認容。
父 ‣本案の審判申立てが
認容される蓋然性と保全
の必要性が要件となる。
子に対する虐待、子が相
手方の監護が原因で発達
遅滞や情緒不安を起こし
ている場合などが該当す
る。事件本人らは現在一
応安定した生活を送って
いることが認められ、
……切迫した事情を認め
るに足りる訴明はない。
本件審判前の保全処分の
申立ては理由がない。原
審判を取り消す。
本案の蓋然性と保
全の必要性＝現監
護の継続性を維
持。
3 さいたま家審平20
年 4月 3日家月60
巻 11号 89頁
フィリピン国籍の
未婚女性の子を認
知した父が連れ去
る。
母 ‣子の福祉に反することが明らかな特段の
事情がある場合を除いて親権者が未成年者
を監護養育することが相当である。
明白性の基準β
（未婚の母事件）
4 東京高決平20年
12月 18日家月61
巻 7号59頁
母が単身家を出て
別居、その後母が
子を保育園より奪
取。父が本件審判
と審判前の保全処
分を申立て。
母 ‣比較衡量し、
本案認容の蓋然性
があるとまでは言
えないとして申立
てを却下。
父 ‣審判前の保全処分で
は、請求者の監護下に戻
すと未成年者の健康が著
しく損なわれたりするな
ど未成年者の福祉に反
し、親権行使の態様とし
て認容することができな
い状態になることが見込
まれる特段の事情のない
限り認め、その後の本案
審判において子の福祉を
判断すべき。
保全処分では比較
衡量で子の利益を
判断しない。奪取
があれば引渡しを
認める。
